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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料  

添付書類の記載内容を補足するための資料を以下に示す。  

 

資料 

No. 
添付説明書名 補足説明資料（内容） 備考 

1 

計測装置の構成に関する説明

書並びに計測範囲及び警報動

作範囲に関する説明書 

  

2 

工学的安全施設等の起動（作

動）信号の設定値の根拠に関

する説明書 

 

 

3 

発電用原子炉の運転を管理す

るための制御装置に係る制御

方法に関する説明書 

1. 安全保護系等の応答時間につ

いて 

今回提出

範囲 

2. 原子炉再循環ポンプトリップ

機能について 

3. 選択制御棒挿入機能及び原子

炉再循環ポンプトリップ機能

のインターロックにおける設

定について 

4 
中央制御室の機能に関する説

明書 
 

 

5 通信連絡設備に関する説明書   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

資料 No.3 

 

 

 

 

 

 

発電用原子炉の運転を管理するための制御装置に係る 

制御方法に関する説明書に係る補足説明資料 
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1. 安全保護系等の応答時間について 

 1.1 概要 

安全保護系のうち原子炉保護系は，発電用原子炉の安全性を損なうおそれのある運転時

の異常な過渡変化，設計基準事故，運転中の発電用原子炉における重大事故に至るおそれ

がある事故あるいは運転中の発電用原子炉における重大事故が発生した場合又は発生が

予想される場合にそれを抑制あるいは防止するため，異常を検知し発電用原子炉を自動的

に停止させる。 

また，安全保護系のうち工学的安全施設作動回路は，原子炉冷却材喪失あるいは主蒸気

管破断等に際して，事故の拡大防止及び環境への放射性物質の放出を抑制するため，異常

を検知し工学的安全施設を作動させる。 

その他の工学的安全施設等の作動回路は，運転時の異常な過渡変化時において発電用原

子炉の運転を緊急に停止することのできない事象が発生した場合においても炉心の著し

い損傷を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持

するとともに，発電用原子炉を未臨界に移行するために，ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉

再循環ポンプトリップ機能）及びＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能）を作動させる。

また，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，設計基準事故対処設備が有す

る発電用原子炉の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器破

損を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために，代替自動減圧ロジッ

ク（代替自動減圧機能）を作動させる。 

これらのうち，設置（変更）許可の安全評価の条件として使用している原子炉保護系の

応答時間、工学的安全施設の起動信号（主蒸気隔離弁）の応答時間及びその他の工学的安

全施設等としてＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）の応答時間に

ついて説明する。 
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1.2 安全保護系等の応答時間について 

 (1) 原子炉保護系 

原子炉保護系の原子炉非常停止信号の応答時間の内訳を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｔ１：プロセス量が設定値に達してから検出器が検知し，アナログ回路の信号がスクラム

論理回路に発信されるまでの検出遅れ時間 

 Ｔ２：スクラム論理回路及び原子炉スクラム用電磁接触器での信号処理遅れ時間 

 Ｔ３：原子炉スクラム用電磁接触器の動作から制御棒が全ストロークの 75%に至るまでの

時間 
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原子炉非常停止信号の応答時間 

原子炉非常停止信号 

応答時間（秒） 

Ｔ１ Ｔ２ 
合計 

（Ｔ１＋Ｔ２）＊1 
Ｔ３＊2 

合計 

（Ｔ１＋Ｔ２＋Ｔ３） 

原子炉圧力高 0.55 

1.62 

2.17 

原子炉水位低 1.05 2.67 

中性子束高 
出力領域計装 0.09 1.71 

中間領域計装 0.09 1.71 

主蒸気隔離弁閉 0.06 1.68 

主蒸気止め弁閉 0.06 1.68 

注記＊1 ：設置許可添付書類十「運転時の異常な過渡変化の解析」における解析条件 

  ＊2 ：原子炉スクラム用電磁接触器の動作から制御棒が全ストロークの 75％に至るまで

の時間 
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 (2) 工学的安全施設作動回路及びその他の工学的安全施設等の作動回路  

工学的安全施設作動回路及びその他の工学的安全施設等の作動回路の工学的安全施

設等作動信号の応答時間の内訳を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｔ１’：プロセス量が設定値に達してから検出器が検知し，アナログ回路の信号がロジック

回路に発信されるまでの検出遅れ時間 

 Ｔ２’：ロジック回路での信号処理遅れ時間 
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工学的安全施設等作動信号の応答時間 

主蒸気隔離弁 

応答時間（秒） 

Ｔ１’ Ｔ２’ 
合計 

（Ｔ１’＋Ｔ２’）＊ 

主蒸気管流量大 0.50 

主蒸気管放射能高 0.50 

注記＊：設置許可添付書類十「事故解析」における解析条件 

ＡＴＷＳ緩和設備 

（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能） 

応答時間（秒） 

Ｔ１’ Ｔ２’＊ 
合計 

（Ｔ１’＋Ｔ２’） 

原子炉圧力高 0.70 

注記＊：設置許可添付書類十「重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故に対する対策

の有効性評価」における解析条件 
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 1.3 安全保護系等の応答時間の根拠について 

(1) 原子炉非常停止信号

設置（変更）許可を受けた安全評価の条件として考慮している応答時間（原子炉非常停止信号の応答時間：Ｔ１＋Ｔ２）をプロセス量ご

とに設備の実現可能な範囲で割り当てた時間である。プラントの安全性確保の観点からは，Ｔ１とＴ２の合計値が安全評価で考慮している

応答時間以内であれば問題なく，それぞれの割り当て時間は，設備に対する要求値として設備の実力等を考慮して合理的な範囲で定めたも

のである。 

原子炉非常停止信号 
応答時間の根拠 

Ｔ１ Ｔ２ Ｔ３ Ｔ１＋Ｔ２＋Ｔ３ 

原子炉圧力高 

1.62 秒 

2.17 秒 

原子炉スクラム用電磁接

触器の動作から，制御棒が

全ストロークの 75%に至る

までの時間が 1.62 秒以下

に収まることを定期事業

者検査等で確認している。 

原子炉水位低 

1.62 秒 

2.67 秒 
同上 
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原子炉非常停止信号 
応答時間の根拠 

Ｔ１ Ｔ２ Ｔ３ Ｔ１＋Ｔ２＋Ｔ３ 

中性子束高 

（出力領域計装） 

中性子束高 

（中間領域計装） 

1.62 秒 

1.71 秒 
原子炉圧力高に同じ 

主蒸気隔離弁閉 

主蒸気止め弁閉 

1.62 秒 

1.68 秒 
同上 
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(2) 工学的安全施設等作動信号

設置（変更）許可を受けた安全評価の条件として考慮している応答時間（工学的安全施設等作動信号の応答時間：Ｔ１’＋Ｔ２’）をプロ

セス量ごとに設備の実現可能な範囲で割り当てた時間である。プラントの安全性確保の観点からは，Ｔ１’，Ｔ２’の合計値が安全評価で考

慮している応答時間以内であれば問題なく，それぞれの割り当て時間は，設備に対する要求として設備の実力等を考慮して合理的な範囲で

定めたものである。 

主蒸気隔離弁 
応答時間の根拠 

Ｔ１’ Ｔ２’ Ｔ１’＋Ｔ２’ 

主蒸気管流量大 0.50 秒 

主蒸気管放射能高 0.50 秒 
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ＡＴＷＳ緩和設備 

（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能） 

応答時間の根拠 

Ｔ１’ Ｔ２’ Ｔ１’＋Ｔ２’ 

原子炉圧力高 0.70 秒 
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 1.4 安全保護系等の応答時間の確認について 

設置（変更）許可を受けた安全評価の条件として使用している原子炉非常停止信号及び

工学的安全施設作動信号の各応答時間の確認について説明する。 

(1) 原子炉保護系の応答時間

原子炉非常停止信号の各応答時間（Ｔ１～Ｔ３）の確認について以下に示す。

Ｔ１：プロセス量が設定値に達してから検出器が検知し，アナログ回路の信号がス

クラム論理回路に発信されるまでの検出遅れ時間

検出器は工場試験等によりプロセス量を変化させ，出力が所定の値に達する

までの応答時間を計測している。また，アナログ回路部の継電器は工場試験

等によりステップ状の模擬信号を加えた時点から動作するまでの応答時間を

計測している。 

Ｔ２：スクラム論理回路及び原子炉スクラム用電磁接触器での信号処理遅れ時間 

アナログ回路部の原子炉スクラム原因接点動作から原子炉スクラム用電磁接

触器が動作するまでの時間を計測している。 

Ｔ３：原子炉スクラム用電磁接触器の動作から制御棒が全ストロークの 75 %に至る

までの時間 

原子炉スクラムテスト信号発信から制御棒が全ストロークの75 %に至るまで

の時間を計測可能である。この応答時間は，定期事業者検査「制御棒駆動水

圧系機能検査」として毎サイクル実施し確認している。 

(2) 工学的安全施設作動回路及びその他の工学的安全施設等の作動回路

Ｔ１’：プロセス量が設定値に達してから検出器が検知し，アナログ回路の信号がロ

ジック回路に発信されるまでの検出遅れ時間 

検出器は工場試験等によりプロセス量を変化させ，出力が所定の値に達する

までの応答時間を計測している。また，アナログ回路部の継電器は工場試験

等によりステップ状の模擬信号を加えた時点から継電器が動作するまでの

応答時間を計測している。 

Ｔ２’：ロジック回路での信号処理遅れ時間 

ロジック回路の各継電器は工場試験等によりステップ状の模擬信号を加えた

時点から継電器が動作するまでの応答時間を計測している。 



2. 原子炉再循環ポンプトリップ機能について

タービントリップ又は負荷遮断時の原子炉再循環ポンプトリップ機能，ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能），常用電源

喪失時の原子炉再循環ポンプトリップ機能について，表 2－1「原子炉再循環ポンプトリップ機能」に示す。 

表 2－1 原子炉再循環ポンプトリップ機能 

タービントリップ又は負荷遮断時の

原子炉再循環ポンプトリップ機能

ＡＴＷＳ緩和設備 

(代替原子炉再循環ポンプトリップ機能) 
常用電源喪失時 

目
的

タービントリップ又は負荷遮断が生じた場合，原子炉再

循環ポンプをトリップさせることにより炉心流量を急減

させ，原子炉出力の上昇を緩和させる。 

 原子炉がスクラムすることで最小限界出力比の低下は

抑制されるが，原子炉再循環ポンプをトリップさせること

により，ボイドの減少を抑制し燃料の熱的な影響を緩和す

ることが可能である。 

なお，本機能は既設の機能である。 

 原子炉緊急停止失敗による原子炉出力上昇や高出力状

態の継続を抑制することで原子炉圧力バウンダリの破損

回避やサプレッションプールへの蒸気放出量を低減させ

るため，原子炉再循環ポンプをトリップさせることで速や

かな出力低下が可能である。 

なお，本機能は既設の機能である。 

原子炉再循環ポンプの回転数を変更するために流体継

手つき原子炉再循環ポンプＭＧセットが設置されている。 

なお，本機能は既設の機能である。 

概
要
（
動
作
の
流
れ
）

タービン主塞止弁閉又は蒸気加減弁急速閉時に原子炉

再循環ポンプ 2台を同時にトリップさせる。 

運転時の異常な過渡変化時において原子炉の運転を緊

急に停止することができない事象が発生するおそれがあ

る場合又は当該事象が発生した場合に，原子炉圧力高又は

原子炉水位低（レベル２）で原子炉再循環ポンプ 2台を同

時にトリップさせる。 

 常用電源喪失時には，流体継手つき原子炉再循環ポンプ

ＭＧセットの慣性により原子炉再循環ポンプ速度が緩や

かに低下する。 

イ
ン
タ
ー
ロ
ッ
ク

図 2－1「原子炉再循環ポンプトリップ回路（タービントリ

ップ又は負荷遮断時の原子炉再循環ポンプトリップ機

能）」参照 

図 2－2「原子炉再循環ポンプトリップ回路（ＡＴＷＳ緩和

設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能））」参照 

―（常用電源喪失によるものであり，インターロックによ

り作動するものではない。） 

図 2－3「原子炉再循環ポンプトリップ回路（常用電源喪失

時）」参照 

動
作
遮
断
器
等

・原子炉再循環ポンプトリップ遮断器（ＲＰＴ遮断器）・・・

原子炉再循環ポンプ 1台毎に 2台設置（Ａ１／Ａ２，Ｂ１

／Ｂ２） 

単一故障で機能喪失しないように直列に設置されたＲ

ＰＴ遮断器の両方へ遮断信号を送り，原子炉再循環ポンプ

をトリップさせる。 

・原子炉再循環ポンプトリップ遮断器（ＲＰＴ遮断器）・・・

原子炉再循環ポンプ 1台毎に 2台設置（Ａ１／Ａ２，Ｂ１

／Ｂ２） 

単一故障で機能喪失しないように直列に設置されたＲ

ＰＴ遮断器の両方へ遮断信号を送り，原子炉再循環ポンプ

をトリップさせる。 

― 
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図 2－1 原子炉再循環ポンプトリップ回路（タービントリップ又は負荷遮断時の原子炉再循環ポンプトリップ機能） 

【凡例】

原子炉保護系(Ｂ２)

原子炉保護系(Ｂ１)

原子炉保護系(Ａ２)

A-原子炉圧力高

B-原子炉圧力高

C-原子炉圧力高

D-原子炉圧力高

A-原子炉水位低（レベル２）

C-原子炉水位低（レベル２）

B-原子炉水位低（レベル２）

D-原子炉水位低（レベル２）

Ａ
Ｔ
Ｗ
Ｓ
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備

(
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原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
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機
能)

原子炉保護系(Ａ１)

蒸気加減弁１急速閉

タービン主塞止弁１閉

タービン主塞止弁２閉

高圧タービン第１段圧力低

(タービン出力80%以下)

高圧タービン第１段圧力低

(タービン出力45%以下)

蒸気加減弁２急速閉

タービン主塞止弁１閉

タービン主塞止弁３閉

高圧タービン第１段圧力低

(タービン出力80%以下)

高圧タービン第１段圧力低

(タービン出力45%以下)

(Ｗ.Ｏ)

(Ｗ.Ｏ)

(Ｗ.Ｏ)

(Ｗ.Ｏ)

ＧＧ
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Ｍ
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Ｍ Ｐ
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図 2－2 原子炉再循環ポンプトリップ回路（ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）） 

【凡例】
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図 2－3 原子炉再循環ポンプトリップ回路（常用電源喪失時） 

【凡例】
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3. 選択制御棒挿入機能及び原子炉再循環ポンプトリップ機能のインターロックにおける設

定について

選択制御棒挿入機能及び原子炉再循環ポンプトリップ機能は，タービン出力に応じてバイ

パスされるインターロックとなっている。選択制御棒挿入機能は，負荷遮断がタービン出力

45%以下で発生した場合にバイパスする。原子炉再循環ポンプトリップ機能は，タービント

リップがタービン出力 45%以下で発生，又は負荷遮断がタービン出力 80%以下で発生した場

合にバイパスする。 

上記のタービン出力の設定について，「3.1 選択制御棒挿入機能の設定について」及び

「3.2 原子炉再循環ポンプトリップ機能の設定について」にて説明する。 

3.1 選択制御棒挿入機能の設定について 

  選択制御棒挿入機能は，負荷遮断発生時に予め選択された制御棒を挿入することによ

り，原子炉出力を低下する機能である。以下にバイパス設定値の根拠を説明する。 

3.1.1 タービン出力 45%

負荷遮断発生時に，燃料の熱的健全性を十分維持し，かつ所内単独運転移行後の給

水温度低下による出力上昇が生じても，熱流束高スクラムを回避して原子炉の運転を

継続するために予め選択した制御棒の挿入が必要とならない値として，タービン出力

45%以下をバイパス設定値とする。 

 3.2 原子炉再循環ポンプトリップ機能の設定について 

原子炉再循環ポンプトリップ機能は，負荷遮断あるいはタービントリップ発生時に，タ

ービン出力に応じて原子炉再循環ポンプを 2 台ともトリップすることにより，燃料の熱

的な影響を緩和する機能である。以下にバイパス設定値の根拠を示す。 

3.2.1  タービン出力 45% 

タービントリップ発生時に，原子炉再循環ポンプをトリップせずに，燃料の熱的健

全性を十分維持できる値としてタービン出力 45%以下をバイパス設定値とする。 

3.2.2  タービン出力 80% 

負荷遮断発生時のタービン出力及びタービンバイパス弁の作動状態によって原子

炉スクラムの発生有無が異なるため、以下の 2点を踏まえた値として，タービン出力

80%以下をバイパス設定値とする。 

① 負荷遮断発生時にタービンバイパス弁が作動する場合には、蒸気加減弁急速閉

信号によるスクラムをバイパスするため，原子炉再循環ポンプトリップによる

原子炉出力低下により中性子束高スクラムの回避が可能であること。
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② 負荷遮断発生時にタービンバイパス弁が作動しない場合には蒸気加減弁急速

閉信号によりスクラムするため，スクラムと合わせて燃料の熱的健全性を確保

できること。




